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（１）救済制度に関する情報提供の拡充及び見直し

○パンフレット等の見直し

・ 冊子「ご存知ですか？健康被害救済制度」の記載内容の見直し
・ 医薬品副作用被害救済制度の新規リーフレット作成

○各種診断書に対応する記載要領の拡充

◆新たに作成
・肺障害用 ・血球系障害用

◆既存のものを改訂
・感染救済給付用 ・皮膚病変用

ホームページに掲載

感染救済給付用 皮膚病変用

○請求書類の入手方法の簡便化○請求書類の入手方法の簡便化

・ホームページから請求書類のダウンロードが可能であることについて、相談窓口に
おいて、引き続き周知を行っている。

1利用者・請求者の利便性の向上に努めた



（２）積極的な広報活動の実施

度 査認知度調査

医薬品副作用被害救済制度の浸透度を把握し、より効果的広報を行うことを目的に実施

認知度調査

【実施時期】
平成22年7月29日～8月5日

【調査対象数】
全国20歳以上21 000人

【実施時期】
平成22年11月18日～11月23日

【調査対象数】
医療関係者（病院・診療所 薬局勤務）

【対象：一般国民】

○制度の認知度

【対象：医師・薬剤師・歯科医師・看護師】

○制度の認知度

全国20歳以上21,000人
（全国7ブロック、1ブロックにつき3,000人）

医療関係者（病院 診療所、薬局勤務）
3,377人

○制度の認知度
「知っている」 5.1％
「名前は聞いたことがある」 13.8％

合計 18.9％

○制度の認知度
「知っている」 53.1％
「名前は聞いたことがある」 27.9％

合計 80.9％
医師 薬剤師 が完全認知

○制度の内容理解
「公的制度である」 68.1%
「副作用による健康被害に

ついて救済給付を行う」 61 0%

＊医師の50.2％、薬剤師の89.3%が完全認知

○制度の内容理解
「公的制度である」 84.4%
「副作用による健康被害について救済給付を行う」 61.0%

○制度の関心度
「関心がある」 10.6%
「やや関心がある」 49 5%

「副作用による健康被害に
ついて救済給付を行う」 82.0%

○制度の関与度
「関わったことがある」 10 1%
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「やや関心がある」 49.5%
合計 60.1%

など

「関わったことがある」 10.1%
＊医師の11.0％、薬剤師の14.7%が関与

など



平成２１年度 【制度種類別に認知について質問】
・医薬品副作用被害救済制度

ＹＥＳＹＥＳ

健康被害救済制度の認知度 医薬品副作用被害救済制度の認知度

【健康被害救済制度の認知について質問】
・医薬品副作用被害救済制度

・生物由来製品感染等被害救済制度

度 度 変

Ｎ ＯＮ Ｏ

平成２２年度

【制度種類別に認知について質問】
・医薬品副作用被害救済制度

生物由来製品感染等被害救済制度

ＹＥＳ

２１年度と２２年度で設問を変更

より有効な回答を得るための
改善を実施

・生物由来製品感染等被害救済制度
・石綿（アスベスト）健康被害救済制度

ほか

Ｎ Ｏ 医薬品副作用被害救済制度の認知度

一般国民向け

確実認知 平成２１年度 5.3%
6 3%

ＹＥＳ

医療関係者向け

確実認知 平成２１年度 37.2%
42 8%

ＹＥＳ

Ｓ

曖昧認知

6.3%
２２年度 5.1%

ＹＥＳ

平成２１年度 33.8%
24 0%

ＹＥＳ 曖昧認知

42.8%
２２年度 53.1%

ＹＥＳ

平成２１年度 42.8%
32 0%

ＹＥＳ
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24.0%
２２年度 13.8%

ＹＥＳ 32.0%
２２年度 27.9%

ＹＥＳ



【新聞】

○集中的な広報の実施（２３年２月～３月）

制度周知のための広報施策の実施

【新聞】
全国紙：読売新聞、毎日新聞、産経新聞

【交通広告】
車内広告媒体の活用

・ドア横ステッカー
（ＪＲ全国主要都市・首都圏・北海道、沖縄ゆいレール）

・車内トレインチャンネル（ＪＲ首都圏）・車内トレインチャンネル（ＪＲ首都圏）
駅貼りポスター （ＪＲ首都圏）

【Ｗｅｂサイト】
検索連動広告等の活用

〈車内ドア横ステッカー〉 〈駅貼りポスター〉

検索連動広告等の活用
・Yahoo Googleの検索連動広告、行動ターゲティング広告を活用
・医療系情報提供サイト（Yomidoctor（ヨミドクター）など）に広告を掲載

【フリ マガジン等】

【病院等における院内ビジョン】
全国550施設（700ヵ所）において実施
・６０秒間の動画を放映

〈院内ビジョン〉
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【フリーマガジン等】
ドラッグストアで配布される一般向けフリー情報誌「kiita（キータ）」に広告を掲載
医師向けフリーマガジン「日医ニュース」「ｵｰﾅｰｽﾞﾗｲﾌ/ﾄﾞｸﾀｰｽﾞ・ｴﾃﾞｨｼｮﾝ」に広告を掲載



○関係機関との連携

・「医薬品・医療機器等安全性情報 No.273」 に

■各種資料を活用し、関係機関と連携した広報を実施

〈連携先〉

機
「医薬品副作用被害救済制度・生物由来製品感染

等被害救済制度について」を掲載

「薬と健康の週間 におけるパン レ ト「知 ておき

厚生労働省

厚生労働省・「薬と健康の週間」におけるパンフレット「知っておき
たい薬の知識」に救済制度の内容を掲載

厚生労働省

日本薬剤師会

・薬局等の「救済制度に関する掲示義務」の広報資料
・薬袋の広報資料 日本薬剤師会

ホームページよりダウンロード可能

・医薬品安全対策情報誌（ＤＳＵ） に救済制度の内容を
掲載し全医療機関に配布

日本製薬団体連合会
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■救済制度を解説した冊子、「ご存知ですか？健康被害救済制度」の活用

○パンフレット等による広報

◆日本医師会雑誌（約17.1万部）・日本薬剤師会雑誌（約10.3万部）に同梱
◆大学（薬科大学、薬学部）、臨床研修病院、大学病院、看護師養成施設等へ配布
◆ＭＲ教育研修において配布 （財）医薬情報担当者教育センタ◆ＭＲ教育研修において配布
◆電子媒体化した冊子（PDF形式）を機構ホームページに掲載

■各救済制度を紹介したリーフレットの活用

（財）医薬情報担当者教育センター（＊）

＊平成２３年４月より公益財団法人ＭＲ認定センター

■各救済制度を紹介したリ フレットの活用

◆「医薬品・医療機器等安全性情報報告制度」の案内にリーフレットを折り込み、
関係団体へ配布

医薬品副作用被害救済制度

関係団体へ配布
◆リーフレットと同じデザインを用いた広告を掲載

・学会プログラム・抄録集
・専門誌

国立病院総合医学会他２学会

日本医師会雑誌 日本歯科医師会雑誌 日本病院薬剤師会雑誌日本薬剤師会雑誌

◆日本赤十字社血液センターを通じ血液製剤納入医療機関へ配布 日本赤十字社

生物由来製品感染等被害救済制度 医薬品副作用被害救済制度

◆日本赤十字社血液センタ を通じ血液製剤納入医療機関へ配布

■救済制度を紹介したＤＶＤの配布
◆希望に応じ随時配布
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日本赤十字社



○学会等への参加
・ 日本輸血・細胞治療学会総会、日本医療マネジメント学会総会等参加

合計19学会において救済制度に係るパンフレット配布 教育講演 発表等合計19学会において救済制度に係るパンフレット配布、教育講演・発表等

・「第24回日本エイズ学会学術集会・総会」において、救済制度に係るポスター展示や抄録集
への掲載、資料配布等

○各種研修会等において職員が制度説明を実施

・特別区９区合同薬事講習会 ・東京都病院薬剤師会診療部研修会

・東京医薬品工業協会くすり相談研究会研修講演会 ・東京医薬品工業協会ＰＭＳ担当者研修講座

・薬事エキスパート研修会 特別コース ・医療安全支援センター実践研修（東京・大阪）

・予防接種従事者研修会(全国7ヵ所） ・静岡県内輸血療法委員会委員長会議

・福井県臨床検査技師会研修会 など

○関係団体・行政機関に対し広報の協力を依頼
【薬剤師会】

・都道府県薬剤師会（６ヶ所）
・市薬剤師会（５ヶ所）
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・市薬剤師会（５ヶ所）
【医療ソーシャルワーカー協会】

・ 都道府県医療ソーシャルワーカー協会（３ヶ所） など



○３０周年記念事業シンポジウムの実施

昭和５５年の副作用被害救済制度運用開始から平成22年で30年を迎えたことから、
記念事業シ ポジウムを実施した 概要は下記の通り記念事業シンポジウムを実施した。概要は下記の通り。

【開催日時】 平成２２年１２月６日（月） １３：００～１７：００
【開催場所】 全社協・灘尾ホール
【参加者数】 約【参加者数】 約３８０人

一般の方々を対象に、制度の普及を目的に実施

内容（概要）

・制度創設の契機となった、スモン及びサリドマイド被害者の講演
・制度創設に行政として携わった方の講演
・制度利用者及び家族の方の講演

内容（概要）

参加者を対象にアンケートを実施

・救済業務委員による制度の現状・課題等に関する講演
・制度普及についてのディスカッション

参加者を対象にアンケートを実施

・アンケート結果については、「とても理解しやすかった」及び「理解しやすかった」が合わせて
90.8%であり、好評であった。（回答者２１９名 アンケート回収率約５７％）

・マスメディア等を活用した積極的な広報の実施 医療従事者への継続的な教育が必要など・マスメディア等を活用した積極的な広報の実施、医療従事者への継続的な教育が必要など
の意見が寄せられた。

本シンポジウム内容については、冊子にまとめた上、ホームページでも公表する予定 8



（３）相談業務の円滑な運営確保

平成２２年度の相談件数 ⇒ 16,123件
（内訳：制度関係の相談 8,132件 その他の相談 7,991件）

【参考】【参考】
平成２１年度の相談件数 ⇒ 34,586件

（内訳：制度関係の相談 9,868件 その他の相談 24,718件）

全体に占める割合 49.6％

全体 割

改善

○ガイダンス（対応録音テープ）導入の効果

円滑な電話相談に向けた取り組み
全体に占める割合 71.5％

一般用医薬品の外箱表示
・副作用被害救済制度
・機構のフリーダイヤル番号

救済制度の相談以外の電話数増大
（製品の照会や苦情など）

改善策

救済制度の相談窓口である旨のガイダンス導入
（平成２１年９月２５日より）

救済制度の相談を受けたい人が
相談員に繋がるよう改善

改善策

【相談件数・ホームページアクセス件数】

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
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相談件数 ６，４２７件 ７，２５７件 １７，２９６件 ３４，５８６件 １６，１２３件

アクセス件数 ５１，８１０件 ６３，８４３件 ６７，７１１件 ８７，１０９件 ８９，５００件



（４）請求事案処理の迅速化の推進

平成２５年度までに、各年度に支給・不支給決定をした全決定件数のうち、６０％以上を

第2期中期計画（平成21～25年度）

６ヶ月以内に処理できるようにする。

〈８カ月以内〉 〈６カ月以内〉

【２１年度計画・実績】 70％以上を維持 ⇒ 74.0％ 処理できる件数の増加 ⇒ 360件 36.4％

〈参考〉20年度：355件

達成率（＊） 達成率（＊）

【２２年度計画・実績】 70％以上を維持 ⇒ 74.9％ 対前年比１０％増加 ⇒ 434件 42.5％

対前年度比 20.6％増加

【中期計画達成に向け、下記の施策を実施】
＊達成率＝当該事務処理期間以内の処理件数/年度の総件数

医療機関等に対する追加・補足資料等
の減少のための施策

事務処理体制の強化

業務システムの強化

の減少のための施策
○専門委員の追加委嘱など

○疾患別に対応する診断書記載要領の拡充

・肺障害用
・血球系障害用

・感染救済給付用
・皮膚病変用新規 改訂
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○過去類似事例の検索等の調査支援機能強化
○６カ月以内事務処理を目標とした事例の進捗管理等の充実

血球系障害用

ホームページに掲載

○「請求にあたっての注意事項」を作成



【副作用被害救済の実績】

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

請求件数 ７８８件 ９０８件 ９２６件 １ ０５２件 １ ０１８件請求件数 ７８８件 ９０８件 ９２６件 １,０５２件 １,０１８件

決定件数 ８４５件 ８５５件 ９１９件 ９９０件 １,０２１件

支給決定 ６７６件 ７１８件 ７８２件 ８６１件 ８９７件支給決定
不支給決定
取下げ件数

６７６件
１６９件

０件

７１８件
１３５件

２件

７８２件
１３６件

１件

８６１件
１２７件

２件

８９７件
１２２件

２件

８ヶ月以内ヶ月以内
処理件数
達成率

５５２件
６５．３％

６３４件
７４．２％

６８３件
７４．３％

７３３件
７４．０％

７６５件
７４．９％

６ヶ月以内
処理件数 ３４４件 ３６７件 ３５５件 ３６０件 ４３４件処理件数
達成率

３４４件
４０．７％

３６７件
４２．９％

３５５件
３８．６％

３６０件
３６．４％

４３４件
４２．５％

処理中件数 ６２４件 ６７７件 ６８４件 ７４６件 ７４３件
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処理期間（中央値） ６．６月 ６．４月 ６．５月 ６．８月 ６．４月



【感染救済の実績】

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

請求件数 ６件 ９件 １３件 ６件 ６件

決定件数 ７件 ５件 １１件 １０件 ７件

支給決定 ７件 ３件 ６件 ８件 ６件
不支給決定
取下げ件数

０件
０件

２件
０件

５件
０件

２件
０件

１件
０件

処理中件数 １件 ５件 ７件 ３件 ２件処理中件数 １件 ５件 ７件 ３件 ２件

処理期間（中央値） ３．８月 ３．８月 ５．２月 ５．４月 ６．９月
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（５）保健福祉事業の適切な実施

保健福祉事業として下記４事業を実施
平成２２年度からは新たに「先天性の傷病治療によるＣ型肝炎患者に係るＱＯＬ向上等のための
調査研究事業」を開始

○医薬品による重篤かつ希少な健康被害者に係るＱＯＬ向上等のための
調査研究事業

・調査研究班会議を開催(平成２２年１０月２９日）
・平成２１年度報告書の取りまとめ及び今後の調査研究事業のあり方等について検討

（平成２２年度調査研究協力者数： ６６名）

【主な相談内容】

○健康に関する不安、医療

○精神面などに関する相談事業

・医薬品の副作用及び生物由来製品を介した感染等
により健康被害を受けた方及びその家族が対象

○生活支援等福祉サービス

○家庭問題

○経済的問題
など

により健康被害を受けた方及びその家族が対象

・精神面のケア及び福祉サービスの利用等に関する助言を実施

・ＰＭＤＡにおいて福祉の資格（精神保健福祉士・社会福祉士）を有する専門家を配置

平成２２年１月から実施（平成２２年度相談件数 ３７件）
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・平成２２年１月から実施（平成２２年度相談件数：３７件）



○受給者カードの配布

・健康被害救済制度の受給者が対象
・携帯可能なサイズのカード
・受給者の希望に応じ随時発行
・平成２２年１月から実施（平成２２年度発行数：５０４名分）

裏面に副作用の原因と考えられる
または推定される医薬品を記載

○先天性の傷病治療によるＣ型肝炎患者に係るＱＯＬ向上等のための○先天性 傷病治療 よる 型肝炎患者 係る 向 等
調査研究事業

・生物由来製品を介した感染等により健康被害を受けた者に対して調査を実施し、その
日常の状況等の実態を把握することにより 健康被害を受けた者のＱＯＬの向上策及日常の状況等の実態を把握することにより、健康被害を受けた者のＱＯＬの向上策及

び必要なサービス提供のあり方について検討
・平成２２年８月から実施 （平成２２年度調査協力者数：１８７名）
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（６）スモン患者及び血液製剤によるＨＩＶ感染者等に対する
受託支払業務等の適切な実施

国や製薬企業からの委託を受けて、スモン患者に対して健康管理手当及び介護費用の支払い
を行う（受託・貸付業務）とともに、財団法人友愛福祉財団の委託を受け、HIV感染者、発症者に
対する健康管理費用等の給付業務を適切に行っている（受託給付業務）。

①スモン関連業務（受託・貸付業務）

対する健康管理費用等の給付業務を適切に行っている（受託給付業務）。
・業務の実施に当たっては、個人情報の取り扱いに配慮。

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

受給者数
件

２，３８１
件

２，２６９
件

２，１８０
件

２，０７５
件

１，９６０

支 払 額
千円

1,683,500
千円

1,601,134
千円

1,531,745
千円

1,457,724
千円

1,375,622

千円 千円 千円 千円 千円

内
訳

健康管理手当
介護費用（企業分）
介護費用（国庫分）

千円

1,251,622
315,027
116,850

千円

1,191,245
299,108
110,781

千円

1,140,517
284,981
106,247

千円

1,089,491
268,749
99,485

千円

1,031,376
250,946
93,300
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②ＨＩＶ関連業務（受託給付業務）

区 分
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額 人数 支給額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

調査研究事業 618 334,653 603 327,857 586 320,122 566 313,676 562 309,355

健康管理支援事業 120 210,000 117 224,796 121 211,800 120 210,600 116 206,100

受託給付事業 3 8 678 3 8 084 2 6 300 2 6 300 2 6 300受託給付事業 3 8,678 3 8,084 2 6,300 2 6,300 2 6,300

合 計 741 553,331 723 560,737 709 538,222 688 530,576 680 521,755

「調査研究事業」・・・血液製剤によるＨＩＶ感染者（エイズ未発症者）に対する健康管理費用の支給

「健康管理支援事業」・・・裁判上の和解が成立した血液凝固因子製剤によるエイズ発症者に対する発症者健康管理手当
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の支給

「受託給付事業」・・・裁判上の和解が成立していない輸血用血液製剤によるエイズ発症者に対する特別手当等の給付



（７）特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎
感染被害者に対する給付業務等の適切な実施

平成20年１月16日より「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤による
Ｃ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特別措置法」に基づく
給付業務等を実施

・業務の実施にあたっては、個人情報の取り扱いに配慮

平成２２年度実績

【給付】
受給者数：305人、支給額：62億93百万円

平成２２年度実績

【拠出金徴収】
平成21年度より拠出金徴収業務を開始

平成22年度実績 ⇒ 製造業者２社 納入額61億46百万円

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

受給者数 108人 660人 661人 305人

うち追加受給者数 0人 4人 22人 20人

給 付 額 2,360,000千円 13,632,000千円 13,748,000千円 6,293,000千円

うち追加給付額 0千円 68,000千円 272,000千円 324,000千円
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うち追加給付額 0千円 68,000千円 272,000千円 324,000千円

拠出金納入額 0千円 0千円 12,679,500千円 6,146,117千円



（８）拠出金の効率的な徴収

副作 拠出金副作用拠出金

許可医薬品製造販売業者

全体の収納率は９９．６％

・対象者716者のうち716者が納付 収納率：100％

薬局製造販売医薬品製造販売業者
・7 111薬局のうち7 082薬局が納付 収納率：99 6％

数値目標 ２２年度実績

7,111薬局のうち7,082薬局が納付 収納率：99.6％
・効率的な収納と収納率の向上を図るため、（社）日本薬剤師会に収納業務を委託

９９％以上

数値目標 ２２年度実績

９９．６％

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

製造販売業
対象者
納付者数

７７８件
７７８件

７６２件
７６２件

７５３件
７５２件

７４３件
７４２件

７１６件
７１６件

対象者 ９ ００２件 ８ ３４６件 ８ ０４７件 ７ ６２８件 ７ １１１件
薬 局

対象者
納付者数

９，００２件
８，９６８件

８，３４６件
８，３０９件

８，０４７件
８，０１５件

７，６２８件
７，５９８件

７，１１１件
７，０８２件

合 計
対象者
納付者数

９，７８０件
９，７４６件

９，１０８件
９，０７１件

８，８００件
８，７６７件

８，３７１件
８．３４０件

７，８２７件
７，７９８件

18

収 納 率 ９９．７％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．６％

拠 出 金 額 ３，２４９百万円 ３，０５７百万円 ３，７３０百万円 ３，７９０百万円 ３，９９１百万円



感染拠出金

対象となる許可生物由来製品製造販売業者93者のうち93者から納付があり、収納率は
100％であった。

９９％以上 １００％

数値目標 ２２年度実績

９９％以上 １００％

年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成2１年度 平成22年度

製造販売業
対象者
納付者数

１０１件
１０１件

９８件
９８件

９６件
９６件

９７件
９７件

９３件
９３件

収 納 率収 納 率 １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

拠 出 金 額 ５５６百万円 ５７４百万円 ６２０百万円 ６３１百万円 ６９３百万円
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